
第  １０６  期　

計 算 書 類

自　　２０２１年　４月　１日

至　　２０２２年　３月３１日

日鉄物流八幡株式会社



目     次 

 
計 算 書 類 

貸借対照表                               ・・・ １ 

損益計算書                               ・・・ ２ 

株主資本等変動計算書                          ・・・ ３ 

 

 
個 別 注 記 表 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記                ・・・ ４ 

Ⅱ．会計方針の変更に関する注記                     ・・・ ６ 

Ⅲ．収益認識に関する注記                        ・・・ ６ 

Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記                  ・・・ ７ 

 

 



科        目 金 額 科        目 金 額

（資 産 の 部） 千円 （負 債 の 部） 千円

 流 動 資 産 5,284,673  流 動 負 債 10,057,979 

現 金 及 び 預 金 4 593,535 

受 取 手 形 24,569 1,029,332 

営 業 未 収 金 2,188,266 5,431,323 

商 品 及 び 製 品 3,113 967,033 

仕 掛 品 63,974 36,799 

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 1,662,679 1,955,506 

前 払 費 用 102,684 18,715 

未 収 金 1,211,931 25,733 

そ の 他 27,449 

 固 定 資 産 13,371,380  固 定 負 債 1,754,618 

有 形 固 定 資 産 12,093,811 1,749,275 

建 物 2,948,696 5,342 

構 築 物 293,362 

機 械 及 び 装 置 2,709,191 

船 舶 1,430 

車 両 及 び 運 搬 具 2,114,757 

工 具 器 具 及 び 備 品 1,121,117 負  債  合  計 11,812,598 

土 地 2,677,952 （純 資 産 の 部）

建 設 仮 勘 定 227,302  株 主 資 本 6,720,055 

資 本 金 100,000 

無 形 固 定 資 産 94,271 資 本 剰 余 金 2,640,528 

ソ フ ト ウ ェ ア 93,952 66,694 

そ の 他 319 2,573,834 

利 益 剰 余 金 3,979,526 

投資その他の資産 1,183,297 125,000 

投 資 有 価 証 券 271,645 3,854,526 

長 期 貸 付 金 39,198 別 途 積 立 金 1,256,203 

長 期 前 払 費 用 358 固定資産圧縮積立金 180,206 

会 員 権 32,066 繰 越 利 益 剰 余 金 2,418,116 

前 払 年 金 費 用 282,258 

繰 延 税 金 資 産 598,445 

そ の 他 25,562  評価・換算差額等 123,400 

貸 倒 引 当 金  66,238    △        その他有価証券評価差額金 123,400 

純　資　産  合  計 6,843,455 

資　産　合　計 18,656,053 負 債 及 び 純 資 産 合 計 18,656,053 

(注)記載金額は千円未満の端数を切捨により表示しております。

短 期 借 入 金

預 り 金

未 払 金

未 払 費 用

前 受 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金

特 別 修 繕 引 当 金

利 益 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

貸　　借　　対　　照　　表

（２０２２年３月３1日現在）

支 払 手 形

営 業 未 払 金

未 払 事 業 所 税

退 職 給 付 引 当 金

－1－



損　　益　　計　　算　　書

科          目 金　　　　　　　　　　額

千円 千円

26,768,159

24,895,900

1,872,259

1,798,579

73,680

受取利息及び配当金 3,762

固 定 資 産 売 却 益 1,442

そ の 他 124,799 130,003

支 払 利 息 17,542

固 定 資 産 除 却 損 1,264

為 替 差 損 946

そ の 他 121,372 141,126

62,557

62,557

△  12,166

△  348 △  12,515

75,073

(注)記載金額は千円未満の端数を切捨により表示しております。

至　２０２２年　３月３１日

自　２０２１年　４月　１日

当 期 純 利 益

経 常 利 益

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

法人税 ､住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

税 引 前 当 期 純 利 益

－2－



別　途
積立金

固定資産
圧　　縮
積 立 金

繰　越
利　益
剰余金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

当期首残高 100,000 66,694 2,573,834 2,640,528 125,000 1,256,203 186,050 2,378,535 3,945,789 6,686,318

当期変動額

　剰余金の配当 － 41,336△ 41,336△ 41,336△ 

　固定資産圧縮積立金 － 5,843△ 5,843 － －

　当期純利益 － 75,073 75,073 75,073

　株主資本以外の項目の
　当期変動額（純額）

－ － －

当期変動額合計 － － － － － － 5,843△ 39,581 33,737 33,737

当期末残高 100,000 66,694 2,573,834 2,640,528 125,000 1,256,203 180,206 2,418,116 3,979,526 6,720,055

千円 千円 千円

当期首残高 108,701 108,701 6,795,020

当期変動額

　剰余金の配当 － 41,336△ 

　固定資産圧縮積立金 － －

　当期純利益 － 75,073

　株主資本以外の項目の
　当期変動額（純額）

14,698 14,698 14,698

当期変動額合計 14,698 14,698 48,435

当期末残高 123,400 123,400 6,843,455

　　(注)記載金額は千円未満の端数を切捨により表示しております。

利　益
準備金

そ　の　他
利益剰余金

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

自　２０２１年　４月　１日

至　２０２２年　３月３１日

株 主 資 本

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

利　益
剰余金
合　計

株　主
資　本
合　計

資　本
剰余金
合　計

評 価 ・ 換 算 差 額 等

そ の 他
有価証券
評　　価
差 額 金

評価・換算
差　額　等
合　　　計

純資産
合　計

資本金 資　本
準備金

その他
資　本
剰余金

－3－
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【個 別 注 記 表】 
 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 
 

１．資産の評価基準及び評価方法 

 

(１) 有価証券の評価基準及び評価方法 

① 子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法 

② その他有価証券 

・市場価格のない          期末日の市場価格等に基づく時価法 

株式等以外のもの        （評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価 

は移動平均法により算定） 

・市場価格のない株式等     移動平均法による原価法 

 

(２) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

・商品    個別法による原価法 

・製品    総平均法による原価法 

・仕掛品    個別法による原価法 

・原材料    総平均法による原価法 

・貯蔵品    移動平均法による原価法 

                 （貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法

により算定） 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

 

(１) 有形固定資産           定額法を採用しております。 

                                       但し、10万円以上20万円未満のものについては、3年間 

                                       で均等償却しております。 

 

(２) 無形固定資産 

ソフトウェア  自社利用可能期間（5年間）に基づく定額法を採用してお

ります。 

その他 定額法を採用しております。 

 

(３) 長期前払費用   均等償却しております。 
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３．引当金の計上基準 

 

(１) 貸倒引当金 

① 一般債権  債権の貸倒による損失に備えて、貸倒実績率法により算定

し、計上しております。 

② 貸倒懸念債権及び   債権の貸倒による損失に備えて、個別に回収可能性を検討 

破産更生債権   し、回収不能見込額を計上しております。 

 

(２) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しており

ます。 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年

度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式

基準によっております。 

② 数理計算上の差異及び過去勤務 過去勤務費用については、その発生時における従業員の 

費用の費用処理方法 平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法

により費用処理しております。 

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業

年度から費用処理しております。 

 

(３) 特別修繕引当金 船舶の定期検査に備えて、過去の修繕実績を基に計上して

おります。 

 

４．収益の計上基準 
 

収益は、次の5つのステップを適用し認識される。 

ステップ1：顧客との契約を識別する。 

ステップ2：契約における履行義務を識別する。 

ステップ3：取引価格を算定する。 

ステップ4：契約における履行義務に取引価格を配分する。 

ステップ5：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。 

 

当社の売上収益は主として製鉄所構内輸送、鉄鋼製品の陸上輸送等の物流サービス及び建設工事に

よるものであります。 

 

(１) 一時点で充足される履行義務    主として製鉄所構内輸送、鉄鋼製品の陸上輸送等の物流 

については、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転

した時点で収益を認識しております。 

 

(２) 一定期間にわたり充足      建設工事については、約束した財又はサービスの支配 

される履行義務   が一定の期間にわたり顧客に移転することから、期間が 

     ごく短い工事を除き、履行義務に係る進捗度を見積り、 

当該進捗度に基づき一定の期間にわたり収益を認識し 

ております。進捗度は、原価の発生が工事の進捗度を 

適切に表すと判断しているため、見積総原価に対する 

累積発生原価の割合で算出しております（インプット 

法）。なお、期間がごく短い工事については代替的な取 

扱いを適用し、完全に履行義務を充足した時点で収益を 

認識しております。 

 

 



- 6 - 

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

 

  (１) 連結納税制度の適用       日本製鉄㈱を連結納税親会社とする連結納税主体の連結 

会社として連結納税制度を適用しております。なお、「所 

得税法等の一部を改正する法律」（令和2年法律第8号） 

において創設されたグループ通算制度への移行及びグル 

ープ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直し 

が行われた項目については、「連結納税制度からグループ 

通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱 

い」（実務対応報告第39号 2020年3月31日）第3項の 

取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」 

（企業会計基準適用指針第28号 2018年2月16日）第44 

項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額 

について、改正前の税法の規定に基づいております。 

なお、翌事業年度の期首から、グループ通算制度を適用 

する場合における法人税及び地方法人税並びに税効果会 

計の会計処理及び開示の取扱いを定めた「グループ通算制 

度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」 

（実務対応報告第42号 2021年8月12日）を適用する予 

定であります。 

 

Ⅱ．会計方針の変更に関する注記 
 
（収益認識に関する会計基準等の適用） 

  「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日。以下「収益認識会計基 

準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。製鉄所構内輸送、鉄鋼製品の陸上輸 

送等の物流については、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサー 

ビスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。また、建設工事に 

ついては、約束した財又はサービスの支配が一定の期間にわたり顧客に移転することから、履行義 

務に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき一定の期間にわたり収益を認識しております。進捗 

度は、原価の発生が工事の進捗度を適切に表すと判断しているため、見積総原価に対する累積発生 

原価の割合で算出することとしております。なお、期間がごく短い工事については代替的な取扱い 

を適用し、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。 

   収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な 

取扱いに従っておりますが、利益剰余金の当期首残高へ与える影響はありません。また、当事業年 

度の損益に与える影響はありません。 

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用） 

  「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年7月4日。以下「時価算定会計 

基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関 

する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年7月4日）第44-2項に定める経過的な取扱いに従っ 

て、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することとしております。 

なお、当事業年度の損益に与える影響はありません。 

 

Ⅲ．収益認識に関する注記 
 

（収益認識基準に関する会計基準の適用） 

「会計方針に関する事項」の「収益の計上基準」に記載のとおりであります。 
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Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記 
 
 
１．当事業年度末における発行済株式の総数 

普 通 株 式           1,117,193株 

 

２．配当に関する事項 

 

(１) 配当金支払額 

決 議 
株式の 

種類 

配当金の総額 

（千円） 

1株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

2021年6月28日 

定時株主総会 

普通 

株式 
41,336 37 2021年3月31日 2021年6月29日 

 

(２) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決 議 
株式の 

種類 

配当の 

原資 

配当金の総額 

（千円） 

1株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

2022年6月29日 

定時株主総会 

普通 

株式 

利益 

剰余金 
22,343 20 2022年3月31日 2022年6月30日 

 

 

 


